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重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記 
 
 
 

１ 継続事業の前提に関する事項 

   該当なし 

 

２ 資産の評価基準及び評価方法 
  たな卸資産については、最終仕入原価法により評価しております。 
 
３ 固定資産の減価償却の方法 
⑴ 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。但し、平成１０年以降に取得した建物（建物付属設備を除く）
及び平成２８年４月１日以降に取得した建物付属設備、構築物については、定額法を採用し
ております。 

なお、主な耐用年数は次の通りであります。 
①建物        10年～50年 
②構築物       15年～20年 
③医療用器械備品    4年～ 6年 
④その他の器械備品   2年～20年 
⑤車両及び船舶     2年～ 6年 

⑵ 無形固定資産（リース資産を除く） 
ソフトウェア（法人内使用分）については、法人内における見込利用可能期間（5年）に

基づく定額法によっております。 
⑶ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用
年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

４ 引当金の計上基準 
⑴ 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法における貸倒引当金の繰入限度額を計上
しております。 

⑵ 退職給付引当金 
職員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務を簡便法(退職給付に

係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法)により計算し、計上しております。 
⑶ 役員退職慰労引当金 

役員に対して将来支給する退職慰労金のうち、当該会計年度までに負担すべき額を見積り、
計上しております。 

 

５ 消費税及び地方消費税の会計処理の方法 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

  なお、固定資産に係る控除対象外消費税等については、長期前払費用に計上し、５年間で均
等償却を行っております。 

 

６ その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項 

  固定資産の取得に係る補助金等については、直接減額する方式によって処理しております。 

運営費補助金のように補助対象となる支出が事業費に計上されるものについては、事業収益
に計上しております。 

 

７ 重要な会計方針を変更した旨等 

   該当なし 
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８ 資産及び負債のうち収益業務に関する事項・収益業務からの繰入金の状況に関する事項 

   該当なし 
 
９ 担保に供されている資産に関する事項 

 ⑴ 担保に供されている資産 

① 土地      231,246千円 

② 建物      451,581千円 

⑵ 担保に係わる債務 

① 短期借入金    73,192千円 

② 長期借入金   132,628千円 
 
10 法第５１条第１項に規定する関係事業者に関する事項 

⑴ 法人である関係事業者 
  該当なし 
⑵ 個人である関係事業者 
  該当なし 

 
11 重要な偶発債務に関する事項 
   該当なし 
 

12 重要な後発事象に関する事項 

   該当なし 
 

13 その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項 
  有形固定資産の減価償却累計額  3,232,105千円 
 


